
 

第 80 回 

定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 
 

 

 

 

 

 

連結計算書類の連結注記表 

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 
（平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日まで） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款第 15 条に基づきインタ

ーネット上の当社ウェブサイト（https:/www.central-auto.co.jp/outline/kabu.html）に掲

載することにより株主の皆さまに提供しております。 

 



(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社は３社（セントラル自動車工業㈱、CAPCO PTE LTD及びCAPCO USA, INC.）であります。

前連結会計年度において非連結子会社であったCAPCO USA, INC.は、重要性が増したことにより

当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

　非連結子会社は６社（広州新特路信息技術諮詢有限公司 他）であります。

　これらの非連結子会社は総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて

いずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に与える影響が少ないため連結の範囲から除外

しております。

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社３社のうち、石川トヨペット㈱及びエイスインターナショナルトレード㈱に対する投資

について持分法を適用しております。

　非連結子会社６社及び関連会社１社（関西運輸倉庫㈱）は当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う額)

等からみていずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に与える影響が少ないため持分法を

適用しておりません。

３．連結子会社の決算日等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項
(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券： 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており

　　ます。

③ デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ：　　時価法

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産及び投資不動産(リース資産を除く)　：　定率法

　なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。

連　結　注　記　表
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② 無形固定資産(リース資産を除く)　：　定額法

　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。

③

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法に

よっております。

(３) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金： 債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金： 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(４) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。また、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を発生した連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

(５) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約について

は、振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段： 為替予約取引

　ヘッジ対象： 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 内部規程に基づき、外貨建の売上及び仕入契約をヘッジしております。

外貨建債権債務及び成約高の範囲で為替予約を行うことにより為替リスク

をヘッジしております。

(６) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行っております。

(７) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

リース資産　：　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
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(表示方法の変更に関する注記)

連結貸借対照表

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を

当連結会計年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債

は固定負債の区分に表示しております。

(連結貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,422,400 千円

２．受取手形割引高(輸出手形割引高を含む) 542,441 千円

３．連結会計年度末日満期手形の会計処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

受取手形 3,005 千円

支払手形 4,631 千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 株

２．配当に関する事項

(１)配当支払額

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　令和元年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。

① 配当金の総額 千円

② 1株当たり配当金 28円

③ 基準日 平成31年3月31日

④ 効力発生日 令和元年6月27日

⑤ 配当原資 利益剰余金(予定)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

797,626

398,545

507,880

399,081

なお、当連結会計年度末が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形
が、期末残高に含まれております。

20,020,000

効力発生日

平成30年9月30日

基準日

平成30年12月７日

平成30年3月31日 平成30年６月28日22.00

22.00

平成30年６月27日
定時株主総会

平成30年11月14日
取締役会

普通株式

普通株式

44.00
計
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(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については主として安全性の高い金融資産に限定しておりま

す。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期

ごとに時価の把握を行っております。また、貸付金に対するリスクは、貸付先の状況を

定期的にモニタリングする体制としております。

　なお、デリバティブは先物為替予約取引に限定しており、社内規程に従い外貨建債権

債務及び成約高の範囲で行うこととし、リスク低減を図っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成31年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額 (※)

(１)現金及び預金

(２)受取手形及び売掛金

(３)有価証券及び投資有価証券

その他有価証券        　　 ―

(４)長期貸付金 669,885 10,077

(５)支払手形及び買掛金

(６)デリバティブ取引

※ 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(１) 現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

(３) 有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格、株式は取
引所の価格によっております。

(４) 長期貸付金
　長期貸付金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に
信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(５) 支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

(６) デリバティブ取引
　デリバティブ取引は為替予約取引のみで全てヘッジ会計を適用しております。
また、時価については先物為替相場によっております。
　なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている債権債務と
一体として処理されているため、その時価は当該売掛金の時価に含めております。

659,808

11,173,250

3,084,132

差額

(単位:千円)

時価 (※)

(487)

(1,720,855) (1,720,855)        　　 ―

3,302,157

(487)

3,302,157

       　　 ―

　　　　　　―

       　　 ―

11,173,250

3,084,132
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(注２) 非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること

　などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券

  及び投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

また、長期預り保証金については市場価格がなく、かつ、実質的な預り期間を算定

　することが極めて困難であることから、時価開示の対象としておりません。

(賃貸等不動産に関する注記)

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、名古屋市その他の地域において、賃貸用の建物(土地を含む)を有して

おります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

　ます。

(注２) 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不

　動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評

　価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重

　要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっ

　ております。

(1株当たり情報に関する注記)

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

※　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

908,142

時価

　　1,379円39銭

(単位:千円)

188円９銭

638,853

連結貸借対照表計上額
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(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式： 移動平均法による原価法

② その他有価証券： 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法

(２)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

　　おります。

(３)デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ：　　　時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産及び投資不動産(リース資産を除く)　：　定率法

　なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。

(２)無形固定資産(リース資産を除く)　：　定額法

　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっております。

(３)リース資産　：　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法

によっております。

３．引当金の計上基準
(１)貸 倒 引 当 金： 　債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(２)賞 与 引 当 金： 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(３)退職給付引当金： 　従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法によりそれぞれ発生時の翌事業年

度から費用処理しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により、発生時から費用処理しており

ます。

　なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務

費用の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異

なっております。

個　別　注　記　表
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４．ヘッジ会計の方法
　 (１)ヘッジ会計の方法 　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につ

いては、振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を行ってお

ります。

　 (２)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　： 　為替予約取引

　ヘッジ対象　： 　外貨建債権債務及び外貨建予定取引

　 (３)ヘッジ方針 　内部規程に基づき、外貨建の売上契約をヘッジしております。

　外貨建債権債務及び成約高の範囲で為替予約を行うことにより為替

リスクをヘッジしております。

５．のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行っております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

貸借対照表

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を

当事業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

１． 関係会社に対する短期金銭債権 241,767 千円

    関係会社に対する長期金銭債権 12,000 千円

    関係会社に対する短期金銭債務 113,494 千円

２． 有形固定資産の減価償却累計額 千円

３． 輸出手形割引高 680,188 千円

４． 事業年度末日満期手形の会計処理

事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、期末

残高に含まれております。

受取手形 3,005 千円

1,301,946
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（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高 売　上　高 689,276 千円

仕　入　高 908,625 千円

営業取引以外の取引高 132,420 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

24,500

(注) １. 普通株式の自己株式の株式数の増加1,594株は、単元未満株式の買取によるもの94株、

　　無償取得によるもの1,500株であります。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少は、取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての

  　自己株式の処分24,500株であります。

（税効果会計に関する注記）

1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　（繰 延 税 金 資 産）

未払事業税 48,178 千円

賞与引当金 102,510 千円

貸倒引当金 1,224 千円

退職給付引当金 314,506 千円

有価証券評価損 79,470 千円

そ　 の　 他 191,724 千円

　　　繰延税金資産　小 計 737,614 千円

評価性引当額 △ 90,120 千円

　　　繰延税金資産　合 計 647,494 千円

　　　（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 △ 121,567 千円

圧縮記帳積立金 △ 169,347 千円

　　　繰延税金負債　合 計 △ 290,915 千円

　　　繰延税金資産の純額 356,578 千円

（1株当たり情報に関する注記）

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

※　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株式の種類 増加当期首残高

1,208円30銭

減少 当期末残高

167円88銭

普通株式(株) 1,904,318 1,594 1,881,412

 －8－




